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第１章 計画策定にあたって 

第１節 計画策定の背景 

１ 計画策定の背景 

白井市では、平成１２年に策定した白井市高齢者福祉計画・介護保険事業計画の当時

のスローガン「目を配り、手を差しのべる しろいの生き生きプラン」と基本目標「地

域で支える高齢化」を現在もスローガン、計画目標として掲げ、今期で第９期を迎えま

す。 

この間、超高齢社会に突入し、第９期は、団塊の世代が７５歳以上となる令和７年 

（２０２５年）を計画期間に位置付ける計画となります。 

これまで、国では、社会保障改革を進め、介護保険事業においては、第６期計画以降

地域包括ケアシステムの構築を段階的に進めてきました。 

近年、白井市の総人口は減少傾向で推移している一方、高齢化率は増加傾向で推移し

ており、白井市における介護保険サービスをはじめとする高齢者の生活を支援するため

の制度・施策が引き続き必要となっています。 

この度策定する「第９期白井市高齢者福祉計画・白井市介護保険事業計画」は、団塊

ジュニア世代1が６５歳以上となる令和２２年（２０４０年）を見据えつつ、国の「介護

保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保するための基本的な指針」（以下、「基本指

針」という。）等を踏まえながら、引き続き、地域包括ケアシステムの推進を図るととも

に、介護保険制度の改正に対応し、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けられ

るようにすることを目的とするものです。 

 

                             
1 団塊ジュニア世代：昭和４６年（１９７１年）から昭和４９年（１９７４年）までに生まれた世

代を指す。「第二次ベビーブーム世代」ともいう。 
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２ 計画策定にあたっての基本的な視点 

（１）地域包括ケアシステムの推進 

介護保険制度については、国により３年ごとに大きな見直しが行われています。平成

２６年（２０１４年）６月に成立した「地域における医療及び介護の総合的な確保を推

進するための関係法律の整備等に関する法律（医療・介護総合確保推進法）」に基づき、

国は、第６期計画以降、団塊の世代の高齢者が７５歳以上となる令和７年（２０２５年）

に向けて、「医療」「介護」「予防」「住まい」「生活支援」を柱として高齢者の生活を支援

していく「地域包括ケアシステム」の構築及び深化・推進に取り組んできました。 

厚生労働省が示した基本指針案では、地域の実情に応じたサービス基盤の整備、在宅

サービスの充実、地域共生社会の実現、介護事業所間、医療・介護間での連携を円滑に

進めるための医療・介護情報基盤の整備、保険者機能の強化、地域包括ケアシステムを

支える介護人材確保及び介護現場の生産性向上が求められています。 

白井市は、これまでの主な取り組みとして、ＩＣＴを活用した医療と介護従事者等の

情報連携システムの導入、市民の皆さんが主体的に介護予防に取り組めるよう自主グル

ープの立ち上げや継続支援、助け合い活動を行う団体への助成、認知症パートナーによ

る見守り支援の実施、介護人材確保のための就職イベントなどを実施してきました。 

第９期計画の策定にあたっては、こうした背景を踏まえ、「一人の高齢者の暮らしをど

う支えるか」の検討を起点とし、そこから解決すべき課題を見極め、地域のあらゆる資

源、情報、力を結集し解決に向けて動くこと、その取り組みを全市的に展開することに

より、高齢になっても、認知症になっても、介護が必要になっても、安心して生き生き

とした自分らしい生活が続けられる仕組みづくりを進めて、更なる地域包括ケアシステ

ムの深化・推進を目指します。 
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■白井市の地域包括ケアシステム構築イメージ■ 

 

 

 

（２）持続可能な開発目標（SDGs2）の達成に向けて 

持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）とは、平成１３年（２００１年）に策定されたミレニ

アム開発目標（ＭＤＧｓ）の後継として、平成２７年（２０１５年）９月の国連サミットで

採択された「持続可能な開発のための２０３０アジェンダ」にて記載された、持続可能

でよりよい世界を目指す国際目標です。 

白井市では、ＳＤＧｓの達成に向けて、１７の目標に関連する第５次総合計画後期基

本計画実施計画事業を整理しています。本計画においても、ＳＤＧｓの達成に向けて、

高齢者福祉の視点から貢献します。 

 

                             
2 ＳＤＧｓ；Ｓｕｓｔａｉｎａｂｌｅ Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ Ｇｏａｌｓの略で、「誰一人

取り残さない」持続可能でよりよい社会の実現を目指す世界共通の目標。 

２０３０年を達成年限とし、社会、経済、環境の３側面から捉えることのできる１７のゴール

を、統合的に解決しながら持続可能なよりよい未来を築くことを目標としている。 

 

 

 

 

 

 

 

            

地域の多様な主体による活動・支援 

 

 

家族・介護者

 困りごとを

抱えた高齢者

医療・介護 

専門職 

ケアマネジャー 

認知症初期 
集中支援チーム 

生活支援 

コーディネーター 

地域包括 

支援センター 

展開展開 

相談 

共有 

集約 

展開 

相談 

集約 

共有 

高齢者 

クラブ 

友人・ 

隣人
親族 

シルバー

人材 

自治会 

通いの場

民生委員 

店舗 

助け合い

活動 

宅配 

ボランティア 

展開 



 

6 

第２節 計画の位置づけと期間 

１ 計画の位置づけ 

この計画は、老人福祉法第２０条の８の規定に基づく老人福祉計画と、介護保険法第

１１７条の規定に基づく介護保険事業計画を一体的に策定するものです。 

白井市の最上位計画である白井市総合計画、保健福祉分野の計画を共通の理念でつな

ぐ白井市地域福祉計画に基づく計画であり、白井市障害者計画、白井市障害福祉計画・

障害児福祉計画、しろい子どもプラン、しろい健康プラン等、市の個別計画と関連する

位置付けにあります。 

また、千葉県の高齢者保健福祉計画、保健医療計画とも整合を図り、策定しています。 

 

 

２ 計画の期間 

計画期間は、令和６年度（２０２４年度）から令和８年度（２０２６年度）までの

３年間ですが、団塊の世代が７５歳以上となる令和７年（２０２５年）、介護ニーズが高

まる８５歳以上人口が最大となる令和２２年（２０４０年）を見据えて策定しています。 

 

保健医療計画 千葉県高齢者保健福祉計画 

白
井
市
総
合
計
画 

国：介護保険事業計画基本指針 

白井市高齢者福祉計画・白井市介護保険事業計画 

しろい子どもプラン 

しろい健康プラン 

白
井
市
地
域
福
祉
計
画 

白井市障害者計画 

白井市障害福祉計画・障害児福祉計画

第９期計画 

（令和６～８年度） 

第８期計画 
（令和３～５年度） 

令和 22 年 第７期計画 
(平成３０～令和２年度) 

白井市高齢者福祉計画・白井市介護保険事業計画の計画期間 

団塊世代が 

７０歳台に 
団塊世代が 

７５歳以上に

８５歳以上人口が

最大に 
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３ 計画の策定体制 

（１）白井市介護保険運営協議会による意見の聴取 

保健・医療・福祉団体の関係者、学識経験者、介護保険の被保険者等で構成される「白

井市介護保険運営協議会」において、計画の方向性や内容等について協議しました。 

 

（２）市民による参加 

介護保険及び保健・医療・福祉サービスを利用している要介護者等をはじめ、被保険

者である市民の意見を反映させるため、「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」、「在宅介

護実態調査」を実施しました。また、パブリックコメント3による市民の意見聴取を行い

ました。 

 

（３）介護サービス事業所の意見の聴取 

高齢者に介護保険サービスを提供する事業者に対し、「介護人材実態調査」を実施しま

した。 

 

（４）国や県、市町村相互間の調整 

本計画は、厚生労働省の基本指針を踏まえるとともに、千葉県等と調整した上で策定

しました。 

 

                             
3 パブリックコメント：公的な機関が、制度等を制定する際に広く公に意見、情報、改善案を求め

る手続きのこと。 
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第２章 白井市の高齢者の状況 

第１節 人口等の動向 

１ これまでの推移 

白井市の人口は、千葉ニュータウン開発に伴って急増し、住民基本台帳における各年

３月末時点の総人口は、介護保険制度がスタートした平成１２年（２０００年）に

５万人、平成２２年（２０１０年）には６万人を超えました。その後、平成３０年（２０

１８年）の６万３,７７２人をピークに減少に転じ、令和５年（２０２３年）３月末現在、

６万２,６９３人となっています。 

昭和５５年（１９８０年）当時、人口の５％に満たなかった６５歳以上の高齢者人口

は、その後増加を続け、特に近年は、千葉ニュータウン地区の住民が次々に高齢期に入

って人口の高齢化が一挙に進み、令和５年（２０２３年）９月末現在の高齢化率は、 

２８.２％となっています。 

■白井市の世帯と総人口の推移（住民基本台帳より）■ 

単位：人、％ 

 

資料：住民基本台帳（各年３月末日現在）※外国人人口を含む。 
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昭和 54 年、千葉ニュータウン入

居開始。昭和55 年は、5,610 世

帯、21,268 人。65 歳以上は国

勢調査結果で 4.9％でした。この

時 30 歳だった人が、第９期計画

期間中の令和７年には 75 歳以

上の後期高齢者になります。 

令和２年国勢調査結果では 24,141 世帯、

62,441 人。65 歳以上 27.4％となりまし

た。 

令和５年 9 月末現在の住民基本台帳による

と、27,079 世帯、62,784 人、65 歳以上

は 28.2％となっています。 

平成 12 年、介護保険制度がスタート。 

人口は、20 年間で倍増し、16,047 世帯、

50,405 人。65 歳以上は国勢調査結果で

10.3％となりました。 
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２ 今後の見通し 

全国の人口は、平成２０年（２００８）から減少傾向に転じ、国立社会保障・人口問題

研究所によると、今後も減少を続けていくことが予想されています。 

白井市では、平成３０年（２０１８年）以降、総人口が減少に転じている一方で、６５

歳以上の高齢者人口は今後も増加することが予測されます。 

第９期計画の策定にあたり白井市が行った推計では、団塊の世代すべての人が７５歳

以上の後期高齢者となる令和７年（２０２５年）には総人口が６万２,１６８人、さらに

その１５年後の令和２２年（２０４０年）には５万５,９６７人となる見込みとなってい

ます。特に介護ニーズの高い８５歳以上の人口は、令和２２年に最大値となる見込みで

す。また、少子高齢化の進行に伴い、人口全体に占める１５～６４歳の高齢者を支える

世代の割合が縮小し、介護人材の確保がますます困難となることが予想されます。 

 

■白井市の人口推計（住民基本台帳人口）■ 
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■高齢者人口の内訳■ 

 

資料：白井市高齢者福祉課推計 

 

9,094 8,706 8,367 8,007 7,724 7,439 7,125 7,920
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３ 世帯構成の変化 

国勢調査によると、白井市の一般世帯数は増加傾向で推移しており、平成１２年

（２０００年）には１万５,３０８世帯となっていましたが、令和２年（２０２０年）に

は２万４,１１０世帯となっており、２０年間で８,８０２世帯増加しています。また、

高齢者単身世帯は平成１２年（２０００年）から令和２年（２０２０年）までの２０年

間で約６.９倍、高齢夫婦世帯は約４.９倍となっています。一般世帯のうち、４世帯に

１世帯以上は高齢者単身世帯または高齢夫婦世帯となっています。 

■一般世帯数と高齢者のいる世帯数の推移■ 

単位：世帯、％ 

 平成１２年 平成１７年 平成２２年 平成２７年 令和２年

一般世帯数（Ａ） 15,308 17,645 21,197 22,703 24,110

 高齢者単身世帯（Ｂ） 322 678 1,100 1,702 2,234

 比率（Ｂ／Ａ） 2.1 3.8 5.2 7.5 9.3

 高齢夫婦世帯（Ｃ） 774 1,407 2,253 3,165 3,798

 比率（Ｃ／Ａ） 5.1 8.0 10.6 13.9 15.8

資料：総務省「国勢調査」 

※「一般世帯（Ａ）」には施設の入所者や病院等の入院者等は含まれない。 

※「高齢夫婦世帯」とは、夫６５歳以上妻６０歳以上の１組の一般世帯をいう。 

 

 

■高齢者単身世帯、高齢夫婦世帯数の推移■ 

単位：世帯 

 

資料：総務省「国勢調査」 
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４ 高齢者の就労状況 

国勢調査によると、白井市の高齢者の就労状況は、「主に仕事」が平成１２年（２００

０年）の８８７人から令和２年（２０２０年）には２,９７７人と約３.４倍となってい

ます。また、「家事のほか仕事」は平成１２年（２０００年）では２５１人となっている

のに対し、令和２年（２０２０年）では１,１２４人と、約４.５倍となっています。 

就業者のうち高齢者が占める割合は２割台で推移しており、わずかに上昇傾向が見ら

れます。 

■高齢者の就労状況■ 

単位：人 

 平成１２年 平成１７年 平成２２年 平成２７年 令和２年

総数 5,193 7,382 10,825 14,381 17,101

労働力人口 1,243 1,792 2,636 3,548 4,456

 就業者 1,175 1,708 2,438 3,410 4,326

  主に仕事 887 1,312 1,770 2,493 2,977

  家事のほか仕事 251 346 590 873 1,124

  通学のかたわら仕事 1 - 2 2 2

  休業者 36 50 76 72 223

 完全失業者 68 84 198 138 130

非労働力人口 3,874 5,521 8,080 10,655 11,816

資料：総務省「国勢調査」 

※「休業者」とは、「仕事を休んでいた者」をいう。「完全失業者」とは、仕事を探していた者をいう。 

 

■高齢者の就労状況の推移■ 

単位：人、％ 

 

資料：総務省「国勢調査」 
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第２節 要介護者等の推移と今後の見通し 

１ 要支援・要介護認定者数と認定率の推移 

白井市における第１号被保険者（６５歳以上）のうち、要支援・要介護認定者数は、 

令和５年（２０２３年）８月末時点で２,５２１人となっています。令和３年（２０２１

年）から令和５年（２０２３年）にかけては、要介護３が最も増えており、２０．９％の

増加となっています。 

白井市の介護認定率は、年々上昇傾向にありますが、全国、千葉県と比較をするとそ

の上昇は低い水準で推移しており、令和５年８月末時点では１４．２％となっています。 

これは、介護予防の取り組みや市民の健康意識の高さが効果となって現れているもの

と考えられます。 

■白井市における要介護（要支援）認定者数の推移と見込み■ 

 

■白井市における要介護（要支援）認定率の推移と見込み■ 

 

資料：白井市高齢者福祉課推計 厚生労働省『地域包括ケア「見える化」システム』総括表 

介護保険事業報告 年報 介護保険事業報告 月報  
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性・年齢別階級別に認定率を見ていくと、加齢とともに認定率は高くなる傾向にあり、

特に８５歳以上になると介護ニーズが高まっていることがわかります。 

■白井市における年齢階級別の認定率■ 

 

資料：厚生労働省「介護保険事業報告（月報）」（令和５年７月末現在） 
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２ 介護保険給付等の推移 

（１）介護保険サービス利用者（受給者）数と利用者割合の状況 

介護保険サービスを利用する受給者数について月平均で見ると、いずれのサービスで

も伸びが見られます。在宅受給者数については、令和元年度以降１,０００人を超え、令

和４年度は１,２９８人に達しています。 

介護保険サービス利用者(受給者)の割合を見ると、在宅受給者数の割合が高まってい

ます。 

■介護保険サービス受給者数（平均）の推移■ 

単位：人 

 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告（月報）」より算出 

 

■介護保険サービス利用者(受給者)割合の推移■ 

単位：％ 

 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告（月報）」より算出（１２か月の平均値） 

※端数処理のため、割合の和は必ずしも１００．０％にならない。 
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（２）介護費用額と受給者１人当たり給付費の状況 

白井市の介護費用額は、いずれのサービスでも増加しており、その合計は令和４

年度（２０２２年度）において約３８億円となっています。平成２７年度（２０１５年

度）の値と比較すると約１．４倍となっています。 

■介護費用額の推移■ 

単位：百万円 

 

資料：地域包括ケアシステム「見える化」システム（厚生労働省「介護保険事業状況報告（年報）」（令和２年度ま

で）、「介護保険事業状況報告（月報）」の 12 か月累計（令和３～４年度）） 

 

第１号被保険者１人当たり給付月額を要介護度別に見ると、全国及び県と比べた場合

ほとんど下回っており、白井市の介護度別の給付月額が低く抑えられているといえます。 

■第１号被保険者１人当たり給付月額（要介護度別）の比較■ 

単位：円 

 
第１号被保険者１人当たり給付月額 比較 

白井市 全国 千葉県 対全国 対千葉県 

要支援１ 124 216 149 -92 -25

要支援２ 317 432 284 -115 33

要介護１ 2,420 3,622 3,033 -1,202 -613

要介護２ 3,013 4,246 3,525 -1,233 -512

要介護３ 3,973 5,225 4,973 -1,252 -1,000

要介護４ 4,117 5,920 5,498 -1,803 -1,381

要介護５ 3,184 4,368 3,784 -1,184 -600

合計 17,148 24,029 21,246 -6,881 -4,098

資料：厚生労働省『地域包括ケア「見える化」システム』（令和５年９月取得時点） 
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第３節 市民・事業所アンケート調査の結果 

１ 実施概要 

（１）調査の目的 

本計画を策定するにあたり、市民を対象とする「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」

及び「在宅介護実態調査」、市内事業者を対象とする「介護人材実態調査」を実施しまし

た。この調査は、白井市における高齢者等の生活の実態や介護サービスの現状を把握す

ることを目的としたものです。 

 

（２）調査の実施概要 

調査の実施概要は、以下に示すとおりです。 

■調査の実施概要■ 

調査種別 対象者 配布数 調査時期 

（１）介護予防・日常生活

圏域ニーズ調査 

要介護認定を受けていない６５歳以上

の市民（施設入所者を除く） 
２,５００票 令和５年１月

（２）在宅介護実態調査 
施設入所者を除く要介護認定を受け

ている市民 
９５３票 令和５年１月

（３）介護人材実態調査 市内介護事業所 ７３票 令和５年１月

 

（３）アンケートの回収実績 

アンケートの回収実績は、以下に示すとおりです。 

■回収実績■ 

調査種別 配布数 有効回収数 有効回収率 

（１）介護予防・日常生活

圏域ニーズ調査 
２,５００票 １,８８７票 ７５．５％

（２）在宅介護実態調査 ９５３票 ６２２票 ６５．３％

（３）介護人材実態調査 ７３票 ５４票 ７４．０％
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２ 調査結果の概要（介護予防・日常生活圏域ニーズ調査） 

（１）家族構成 

「１人暮らし」の割合は、高齢になるにつれて高くなり、８５歳以上になると２８．８％

に達します。 

 

（２）転倒に対する不安 

高齢になるにつれて運動機能が低下します。転倒への不安も高齢になるにつれて大きく

なることから、身体機能の低下を抑えるための運動や身体の動かし方を学ぶ講座等が介護

予防においては重要な役割を果たします。 

 

（３）外出 

外出頻度が低下した人、外出を控える人が前回調査(２３．５％)よりも増加傾向にあり 

ます。 

外出の手段に「徒歩」を選択する人は全体の６７．１％で、いずれの属性でも最多となっ

ていますが、高齢になるにつれて「自動車（人に乗せてもらう）」の割合が上昇しています。 

 

（４）認知症について 

認知症に関する相談窓口を「知っている」と答えた人は、全体の２７．５％にとどまって

います。 

 

（５）地域での活動について 

参加者としての地域活動への参加意向がある人は、全体の５８．３％を占めています。 

一方、企画・運営としての地域活動への参加意向がある人は、全体の３４．９％でした。 

 

（６）健康について 

現在の健康状態について、「よくない」と回答した人が２２．７％となっています。 

また、フレイル4・フレイル予防を「知らない」人は５３．４％を占めています。 

 

（７）終末期について 

介護が必要になった場合に、自宅での生活を希望する人が４２．６％となっています。 

また、終末期を想定した家族との話し合いや備えについて「特にしていない」を選択し 

た人は、全体の３５．２％となっています。 

                             
4 フレイル：高齢期に病気や加齢などによる影響を受けて、生活機能が低下し、将来要介護状態

となる危険性が高い状態のことをいいます。  
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３ 調査結果の概要（在宅介護実態調査） 

（１）世帯類型 

回答者全体のうち、夫婦のみ世帯が３５.９％、単身世帯が１９.６％となっています。 

単身世帯の割合を性別でみると、男性が２５.９％、女性が１６.０％となり、男性が

９.９ポイント高くなっています。 

 

（２）外出について 

外出の手段は、「自動車（人に載せてもらう）」が最も多く、６５.６％を占めています。 

その他、「徒歩」（３７.９％）、「病院や施設のバス」（３２.５％）、「一般タクシー」

（２４.３％）等がこれに続きます。 

 

（３）在宅生活の継続について 

施設などへの入所・入居の検討状況は、「入所・入居は検討していない」が６７.４％

を占めています。 

在宅生活の継続に必要だと思うサービスは、「移送サービス」（４２.１％）が最も多く、

次いで「外出同行」（２８.６％）が第２位で、移動手段の確保にニーズが集まっていま

す。 

 

（４）介護について 

介護者が不安に感じる介護等については、「外出の付き添い、送迎等」（４８.４％）が

最も多く、次いで「食事の準備（調理など）」（４４.３％）、「入浴・洗身」（４１.３％）、

「認知症状への対応」（３９.１％）等となっています。 
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４ 調査結果の概要（介護人材実態調査） 

（１）事業所における課題 

人材確保が困難な職種として、「ケアマネジャー」（３１.５％）、「介護職員（資格あり）」

（３１.５％）が同率で第１位として挙げられています。「介護福祉士」（２９.６％）、「訪

問介護員（ホームヘルパー）」（２５.９％）、「看護職員」（２０.４％）がこれに続きます。 

 

（２）白井市に期待すること 

白井市の高齢者福祉充実に向けて市に期待することとして、次のような意見が寄せら

れました。（一部抜粋） 

 各種制度・サービスに対する認知度の向上 

 地域と事業所との橋渡し 

 相談窓口となってほしい 

 人材確保対策 

 住民主体による生活支援サービスの充実    等 
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第４節 今後の課題 

１ 第９期計画の主な課題 

アンケート結果や地域ケア推進会議、日々の業務における市民等からの意見を集約し、

現在、市が直面している特徴的な課題を整理しました。 

 

（１）地域活動への参加促進 

地域活動への参加がない高齢者が多く、特に男性の参加が少ないことが課題となって

います。身近な地域で行われている活動などへの関心を高め、参加しやすい環境づくり

が必要とされています。 

 

（２）認知症の人と家族への支援 

アンケート結果から認知症に関する相談窓口を知らない高齢者が多いことがわかりま

した。認知症の方が地域での生活を継続するためには、周囲の認知症への理解と適切な

対応の啓発が必要とされています。 

 

（３）移送サービス・外出の支援 

アンケート結果から外出頻度が低下した人や外出を控える人が増加傾向にあります。

また、在宅生活を継続する上で必要なサービスとして「外出支援」、「外出同行」等が多

く挙げられており、少しでも解消していくための支援の拡充が必要とされています。 

 

（４）在宅における介護者への支援 

介護が必要になっても、介護サービスや家族の支援を受けながら在宅生活を継続して

いる人が多くなっています。介護に取り組む家族等が心身の健康確保や社会とのつなが

りを維持できるようレスパイト5への対応などの支援が必要とされています。 

 

（５）高齢者の生活の場における問題 

千葉ニュータウン開発により、昭和 50 年代に建設された団地においては、エレベータ

ーがない建物が多く、加齢とともに身体的に外出しづらくなることから、生活に支障が

出るケースがあり対策が必要とされています。 

 

                             
5 レスパイト：介護している家族等が一時的に介護から解放され、休息を取れるようにする支援を指

す。 
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（６）介護職員等の人材不足の対策 

介護職員等については、国の介護職員処遇改善施策等や各事業所における働き方改革

の取り組み等が進められているところですが、経験豊富な人材が少ないことやケアマネ

ジャーやヘルパーの確保が課題となっています。他の業種に比べると慢性的な人材不足

となっており、人材確保対策や離職防止への支援が必要とされています。 
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第５節 市の取り組み 

１ 第８期の主な取り組み 

第７期計画と比較し、第８期計画において、進められた主な取り組みは次のとおりです。 

 

（１）地域包括ケアの推進 

● 地域包括支援センターの運営強化 

 市直営の担当圏域の運営を委託し、基幹型センターの機能を強化 

● 在宅医療・介護連携の推進 

 ICT6を活用した医療・介護従事者等の情報連携の構築 

● 認知症施策の推進 

 本人ミーティングの開催 

 認知症パートナー
7
による活動の展開 

● 住民主体の助け合い活動の推進 

 創出された助け合い活動を行う住民団体への助成 

 

（２）介護予防と社会参加の推進 

● 介護予防事業の推進 

 介護予防のためのサロン・楽トレ体操など住民主体による団体への支援 

 介護予防事業と保健事業の連携による一体的な健康づくり 

 

（３）在宅生活への支援 

● 外出支援の充実 

 福祉有償運送を行う団体への補助制度の創設 

 移動スーパーの実施 

● 感染症対策 

 感染症に係る介護サービス事業者への支援として感染対策研修会を開催 

 ワクチン接種のためのタクシー券の配布 

 

（４）介護保険事業の効果的な運営 

● 介護人材対策 

 「介護・障害福祉サービス就職応援フェア」の開催 

 介護人材確保対策に関する情報提供 

 介護福祉士実務者研修等の補助の拡充 

 

                             
6 ＩＣＴ：「Information Communication Technology」の略で、情報通信技術のこと。 
7
 認知症パートナー：認知症の知識を深め、認知症の人や家族の理解者として活動する人 
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２ 第９期計画に求められる取り組み 

第８期計画までの取り組みの他に、第９期計画において求められている主な取り組み

は次のとおりです。 

 

（１）地域包括ケアの推進 

● 地域包括支援センターの適切な運営 

 地域住民の多様化、複雑化したニーズへの対応力の強化 

● 在宅医療・介護連携の推進 

 ＩＣＴを活用した医療・介護従事者等の情報共有ツールのさらなる普及 

● 認知症施策の推進 

 地域住民や団体、民間事業者などによる見守り支援体制の構築 

● 住民主体の助け合い活動の推進 

 地域住民同士の助け合い活動の創設に向けた支援の充実 

● 成年後見制度の利用促進 

 中核機関の設置に向けた検討 

 

（２）介護予防と社会参加の推進 

● 介護予防事業の推進 

 フレイル予防の概念を広め、身体機能の低下を抑えるための運動等、住民主体に

よる介護予防の推進 

 生活習慣の見直し等を通じて、健やかな心身を維持していくことができるよう、

保健事業との連携による一体的な健康づくりの推進 

● 社会参加の推進 

 高齢者サロンやスポーツ、ボランティア活動など、地域で行われている活動への

関心を高め、参加を促進 

 

（３）在宅生活への支援 

● 在宅生活を継続するための支援 

 持続可能かつ有効なサービス実施に向けた検討 

 家族介護者への支援の充実 

● 災害対策 

 福祉避難所の確保 

 

（４）介護保険事業の効果的な運営 

● 介護人材対策 

 生産性向上の取り組みの検討 

 離職を防ぐ取り組み 
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第３章 計画の基本的方向 

第１節 計画の基本理念と基本目標 

本計画では、第８期計画までの考え方を継承しつつ、地域包括ケアシステムの更なる

深化・推進を図るため、「目を配り、手を差しのべる しろいの生き生きプラン」を計画

のスローガンに定めます。 

 

【計画のスローガン】 

目を配り、手を差しのべる 

しろいの生き生きプラン 

 

 

 

【基本目標】 

地域で支える高齢化 

 

市民一人ひとりが介護予防に取り組み、高齢になっても、介護が必要

になっても地域での助け合いにより、安心して生き生きとした自分らし

い生活が続けられるよう、地域共生社会の実現のため「地域包括ケアシ

ステム」が充実したまちづくりを目指します。 
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第２節 目指す将来像 

介護ニーズが高くなる８５歳以上人口が最大となる令和２２年（２０４０年）に向け

て、白井市の目指すべき高齢者と地域の将来像は、次のとおりです。 

 

 

 

令和２２年（２０４０年）の白井市の高齢者像・地域像 

【積極的な介護予防と社会参加】 

○ 市民は、若い頃から健康づくりに取り組み、高齢期を迎えると日頃から介護予防に

積極的に取り組んでいます。 

○ 高齢になっても自分に合う仕事をしたり、地域の中で趣味やスポーツ活動、地域活

動に取り組み、健康と生きがいを維持しながら、生涯現役社会を楽しんでいます。

 

【地域での支え合い】 

○ 隣近所、地域の住民同士で、見守りや声かけ、生活上の困りごとを助け合うなど、

各自が自分にできることに取り組むことで地域ぐるみで支え合うまちになってい

ます。 

○ 地域活動や民間事業者などとの連携により、買い物や通院などのための移動支援

が確保され、安心で、出かけるのが楽しいまちです。 

 

【自分らしい生活の継続】 

○ 医療・リハビリ・介護・生活支援・障害福祉サービスが一体的にマネジメントされ、

認知症になっても、終末期を迎えても、自分らしい生活を続けることができます。

○ 介護が必要になっても、訪問・通い・短期宿泊等のサービスを利用して在宅生活を

続けることができ、介護者も自らの生活と仕事を無理なく続けられます。 

○ 自宅での生活を基本としながら、心身の状態や家族の状況などに応じて高齢者向

け住宅、グループホームなどを利用しながら住み慣れた地域で暮らし続けること

ができます。 

 

【持続可能なまち】 

○ 介護予防、地域での支え合い、有効なサービス利用、介護給付の適正化等により個

人・社会の費用負担が抑えられています。 

○ 医療・介護・障害福祉サービスが良好に育まれ、福祉が魅力的な就業の場となると

ともに、思いやりあふれる心豊かな社会づくりにつながっています。 

○ 災害や感染症への体制が確保されており、高齢者が安心して生活しています。 
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第３節 第９期計画の基本方針 

目指す将来像の実現に向けて、第９期計画においては、次の４つの基本方針を基に施

策を展開していきます。 

 

基本方針Ⅰ 地域包括ケアシステムの推進 

● 認知症になっても本人の意思が尊重され、希望を持って暮らすことができるよう、

地域住民や民間企業、関係機関等との連携を図りながら、本人や家族への支援の充

実を図ります。 

● 高齢者が地域資源などを活用し、自身の能力を最大限に生かして、住み慣れた地域

での生活を維持することができるよう、地域住民が世代を超えて支え合う仕組みを

住民と一緒に作ります。 

● 困りごとを抱えている高齢者等を把握し、課題解決に向けた早期の支援が行えるよ

う、市民が相談しやすい環境づくりと様々な分野の関係機関との更なる連携を図

り、円滑に支援できる体制を強化します。 

 

基本方針Ⅱ 介護予防と社会参加の推進 

● 市民が積極的に日々の介護予防・健康づくり活動に取り組んでいけるよう、知識や

実践方法の普及啓発、介護予防や地域交流のための通いの場の充実と参加促進を

進めます。 

● 高齢者が要支援状態になっても、住み慣れた地域で充実した生活が送れるよう、自

立支援に向けたリハビリテーション専門職との協働による支援を強化します。 

● 高齢になっても、仕事や地域活動で活躍し、自らの生きがいと地域の活力を維持し

ていけるよう、様々な参加機会の確保を進めます。 

 

基本方針Ⅲ 在宅生活への支援 

● 在宅での生活を続けていくためには、介護給付以外の生活支援サービスも必要であ

り、より有効なサービスとなるよう検討を進めます。 

● 介護保険の認定状況に関わらず、必要な時に必要な支援が受けられるよう、介護が

必要な高齢者が在宅での生活を継続していけるよう、家族介護者の思いが表出で

き、介護に関する知識を得られる場の提供等を行います。 

● 災害時、生命の安全を確保するため、福祉避難所の確保と避難支援が行えるよう体

制を整備します。 

 

基本方針Ⅳ 介護保険事業の効果的な運営 

● 保険者として、介護保険サービスの効果的な提供、介護保険会計の健全な運営を進

めるとともに、計画の進捗管理など将来に向けて、課題に１つずつ対応していける

よう、介護保険事業の適切な運営に努めます。 

 



 

28 

第４節 施策の体系 

目指す将来像の実現に向けて、第９期計画においては、４つの基本方針を基に以下の

施策を進めていきます。 

■施策体系■ 

考え方 基本方針 施策 

【
基

本

理

念
】
地
域
で
支
え
る
高
齢
化 

【
ス
ロ
ー
ガ
ン
】
目
を
配
り
、
手
を
差
し
の
べ
る 

し
ろ
い
の
生
き
生
き
プ
ラ
ン 

第１章 
（基本方針１） 
地域包括ケア 

システムの推進 

第１節 

地域包括ケアシステム

の推進 

１ 地域包括支援センター運営の充実 

２ 在宅医療・介護連携の推進 

３ 認知症施策の推進 

４ 生活支援体制整備の推進 

５ 地域ケア会議の運営 

第２節 

相談体制・権利擁護の

推進 

１ 情報提供の充実 

２ 相談・課題把握体制の強化 

３ 成年後見制度の利用促進 

４ 虐待の防止 

５ 終末期・死後への備え 

第２章 
（基本方針２） 
介護予防と 

社会参加の促進 

第１節 

介護予防の推進 

１ 介護予防の普及啓発 

２ 「通いの場」への参加促進 

３ 介護予防・生活支援サービスの推進 

第２節 

高齢者の社会参加 

１ 高齢者の就労促進 

２ 地域活動への参加促進 

第３章 
（基本方針３） 
在宅生活への 

支援 

第１節 

日常生活における支援 

１ 日常生活の支援 

２ 外出の支援 

３ 介護に取り組む家族等への支援 

第２節 

安全・安心な体制 

づくり 

１ 防犯・交通安全対策の推進 

２ 災害対策の推進 

第４章 
（基本方針４） 
介護保険事業の

効果的な運営 

第１節 

介護保険サービスの 

推進 

１ 居宅サービス 

２ 地域密着型サービス 

３ 施設・居住系サービス 

４ サービス別給付見込み 

第２節 

適正なサービス利用・

提供の推進 

１ 介護給付適正化事業の実施 

２ 介護サービスの質の向上 

第３節 

健全な介護保険会計の

運営 

１ 介護保険事業費の見込み 

２ 介護保険の費用負担（財源構成） 

３ 介護保険料の設定 

第４節 

持続可能な事業運営に

向けて 

１ 計画の進捗管理と将来に向けた課題 

の検討 
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第５節 白井市の日常生活圏域 

日常生活圏域とは、高齢者が地域において安心して日常生活を営むことができるよう

にするために、地理的条件、人口、交通事情その他社会的条件、介護給付等対象サービ

スを提供するための施設の整備状況その他の条件を総合的に勘案して定める圏域です。

これは市町村が高齢者福祉施策や介護保険事業の提供を展開していく区域となります。 

白井市の日常生活圏域については、これまでの計画と同様、Ａ圏域とＢ圏域の２圏域

を設定し、高齢者への支援機能の充実を図るとともに、市民自治や地域防災体制、地域

福祉活動などとの連携を図りながら、地区レベル、徒歩圏レベルの支え合いの体制づく

りを進めていきます。 

■日常生活圏域の概況（人口と高齢化率）■ 

 
人 口 

 うち高齢者人口（65 歳以上） 

Ａ圏域 

白井第一小学校区 6,487 人 1,893 人 29.2％

白井第二小学校区 2,947 人 1,043 人 35.4％

南山小学校区 7,085 人 2,329 人 24.7％

池の上小学校区 6,120 人 2,336 人 38.2％

桜台小学校区 6,965 人 1,737 人 24.9％

計 29,604 人 9,338 人 30.5％

Ｂ圏域 

白井第三小学校区 9,418 人 2,329 人 24.7％

大山口小学校区 7,659 人 2,064 人 26.9％

七次台小学校区 5,849 人 1,239 人 21.2％

清水口小学校区 10,116 人 2,639 人 26.1％

計 32,042 人 8,268 人 24.7％

市全体 62,646 人 17,606 人 27.6％

資料：白井市（令和５年４月１日現在） 
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第１章 地域包括ケアの推進 

第１節 地域包括ケアシステムの推進 

１ 地域包括支援センター運営の充実 

市では、高齢者が住み慣れた地域で、安心してその人らしい生活を継続することを目

的に地域包括ケアの中核を担う地域包括支援センター運営の充実を図ります。 

高齢者の身近な相談機関として、地域包括支援センターを市内に３カ所設置していま

す。令和４年度から全ての地域包括支援センターを委託しており、質の向上と適正に事

業を実施することができるようその体制の強化を図ってきました。 

年々増加、複雑化する相談に対応できるよう支援を継続するほか、運営評価などを通

じて地域包括支援センターの業務状況を明らかにし、機能強化を図るとともに業務負担

の軽減について検討を行います。 

■主な取り組み■ 

取り組み 事業内容 

① 地域包括支援センターの対

応力及び資質向上 

地域包括支援センターの総合調整・処遇困難事例等の後方支援・

研修などを行い、対応力及び資質の向上に努めます。 

② 地域包括支援センターの運

営評価 

地域包括支援センターの役割、目標、業務内容を明確にするため

の運営方針を定め、地域包括支援センターに対して、継続的に運営

評価を実施し、評価結果を白井市地域包括支援センター運営協議会

に報告します。 

■指標と目標値■ 

指標名 単位 現状値 令和６年度 令和７年度 令和８年度

地域包括支援センター事業評価

における達成状況（市）（率） 
％ 94.6 95.0 95.5 96.0

地域包括支援センター事業評価

における達成状況（センター）

（率） 

％ 94.2 95.0 95.5 96.0

白井市地域包括支援センター運

営協議会の回数 
回 3 3 2 3
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■地域包括支援センターの担当地域の概況（人口と高齢化率）■ 

 
人 口 

 うち高齢者人口（65 歳以上） 

白井中央地域包括 

支援センター 

白井第一小学校区 6,487 人 1,893 人 29.2％

白井第二小学校区 2,947 人 1,043 人 35.4％

七次台小学校区 5,849 人 1,239 人 21.2％

桜台小学校区 6,965 人 1,737 人 24.9％

計 22,248 人 5,912 人 27.7％

白井駅前地域包括 

支援センター 

南山小学校区 7,085 人 2,329 人 24.7％

池の上小学校区 6,120 人 2,336 人 38.2％

計 13,205 人 4,665 人 30.2％

西白井駅前地域包括支

援センター 

白井第三小学校区 9,418 人 2,329 人 24.7％

大山口小学校区 7,659 人 2,064 人 26.9％

清水口小学校区 10,116 人 2,639 人 26.1％

計 27,193 人 7,032 人 25.9％

市全体 62,646 人 14,609 人 27.9％

資料：白井市（令和５年４月１日現在） 

 

 

白井中央地域包括

支援センター 
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２ 在宅医療・介護連携の推進 

介護と医療の両方を必要とする高齢者が在宅で自分らしい暮らしを人生の最期まで続

けることができるよう、在宅医療・介護連携を推進します。 

在宅医療・介護連携、認知症対策推進協議会において協議し、ＩＣＴを活用した情報

共有ツールの運用の手引きの作成、急変時や入退院時における連携のルールづくりなど

連携体制の強化を進めてきました。 

引き続き、医療と介護の切れ目のないサービスの提供に向けた体制強化を図るととも

に、高齢者が医療・介護サービスなどを利用することにより、医療ニーズが高くなって

も在宅生活が可能であることを理解できるよう、市民に向けて広く普及啓発をしていき

ます。 

■主な取り組み■ 

取り組み 事業内容 

① 情報共有ツールとしての

ICT の活用 

情報共有ツールが普及し、医療・介護関係者の間で共有されスム

ーズにシステムが運用されるようにしていきます。 

② 課題別検討部会の開催 

在宅療養等の基盤の整備や場面に応じた切れ目のないサービス

の提供体制が構築されるよう、テーマごとに課題や取り組みについ

て協議します。 

③ 多職種連携研修会の実施 
医療・介護職などが学び合い、人材の育成が進むことで、サービ

スの質の向上を図ります。 

④ 救急医療情報キットの配布 
救急要請時の情報連携に役立つ「救急医療情報キット」の普及啓

発に取り組みます。 

⑤ 在宅医療や在宅見取りの普

及啓発 

人生の最終段階における意思決定支援に対する市民の理解が促

進されるよう、フォーラムの開催等による普及啓発を行います。 

■指標と目標値■ 

指標名 単位 現状値 令和６年度 令和７年度 令和８年度

救急医療情報キット活用実績 ％ 25.0 25.5 26.0 26.5

多職種連携研修会 回 1 4 4 4

在宅医療後方支援制度活動実績 人 7 9 9 9
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３ 認知症施策の推進 

できる限り認知症の発症を遅らせ、認知症になっても本人の意思が尊重され、希望を

持って暮らすことができるよう、住民同士が支え合いながら共生する地域づくりを推進

します。 

認知症はだれもがなりうるものであり、家族や身近な人が認知症になることなどを含

め、多くの人にとって身近なものとなっています。認知症初期集中支援チームによる個

別支援の充実や地域全体で認知症の人や家族を見守り、支える仕組みづくりを進めてき

ました。 

認知症の人や家族の視点を重視し、地域住民や民間企業、関係機関等と連携を図りな

がら、本人支援や家族支援の取り組みの充実を図ります。 

また、認知症施策の推進に関する計画策定に向けた検討を行います。 

■主な取り組み■ 

取り組み 事業内容 

① 認知症カフェの開催 
地域包括支援センターの圏域毎に認知症パートナーと連携した

認知症カフェの運営を行います。 

② 認知症を理解する人材の養

成 

地域全体で認知症の人や家族を支えられるよう、地域住民や民間

企業などに向け、認知症サポーター・パートナーの養成講座を行い

ます。 

③ 地域の見守り支援体制の充

実 

認知症パートナーと連携した地域の見守り活動を行います。 

地域住民や白井市高齢者見守りネットワーク登録機関及び団体

とともに、見守り訓練の実施等を通し、地域での見守り体制の充実

を図ります。 

④ 認知症初期集中支援の実施 
認知症初期集中支援チームによる認知症の人や家族等介護者へ

の支援を行います。 

⑤ 「通いの場」等での認知症予

防の講話 

「通いの場」等での専門職による講話や相談を通し、認知症予防

を進めていきます。 

■指標と目標値■ 

指標名 単位 現状値 令和６年度 令和７年度 令和８年度

認知症サポーター養成数 人 995 1,000 1,000 1,000

認知症カフェの開催数 回 39 40 44 50

認知症の相談窓口を知っている

人の割合 
％ 27.5 - - 37.5

 



（第１章 地域包括ケアの推進）第１節 地域包括ケアシステムの推進 

37 

４ 生活支援体制整備の推進 

高齢者が地域資源などを活用し、自身の能力を最大限生かして、住み慣れた地域での

生活を維持することができるよう生活支援体制整備を推進します。 

独居や高齢者のみ世帯等が増加する中で、高齢者が利用できる既存の資源の整理や情

報発信、住民同士の助け合い活動などの新たな資源の創設を進めてきました。 

これまでの取り組みを継続して推進するとともに、生活支援コーディネーターがつな

ぎ役として、高齢者の個々の困りごとや希望に合わせてニーズと地域活動を結びつける

活動を充実させていきます。また、地域住民が世代を超えて支え合う仕組みを住民と一

緒に作っていきます。 

■主な取り組み■ 

取り組み 事業内容 

① 白井市助け合い活動支援補

助金の活用 

ゴミ出しや掃除、買い物代行など、多様なサービスを行う団体の

活動を支援します。また、新規団体の立ち上げについても支援しま

す。 

② 住民同士の支え合い活動の

支援 

住民同士の支え合い活動の創設について、地域住民や各種団体、

企業などと検討します。 

③ 支え合い活動を行なう担い

手の確保 

住民同士の支え合い活動を行う担い手の養成研修を行い、担い手

の確保に努めます。 

■指標と目標値■ 

指標名 単位 現状値 令和６年度 令和７年度 令和８年度

生活支援コーディネーターを知

っている人の割合 
％ 11.6 - - 15.0

生活支援コーディネーターの関

わりにより創設された資源（活

動）数 

か所 15 21※ 23※ 23

助け合い活動支援補助金団体数 団体 4 9※ 11※ 8

※ 白井市第５次総合計画（後期基本計画）において設定している指標であり、新型コロナウイルス感染症発生

以前に計画していた指標となります。 
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５ 地域ケア会議の運営 

高齢者個人に対する支援の充実とそれを支える社会基盤の整備を同時に進めるため、

地域ケア会議を行います。 

地域ケア会議として、医療、介護等の多職種や地域住民などが協働して高齢者の個別

課題の解決を図るとともに、自立支援に資するケアマネジメントの実践力を高めるため

の地域ケア個別会議と、個別ケースの検討を積み重ねる中で明らかになった地域課題か

ら地域に必要な資源の開発を検討する地域ケア推進会議を行っています。 

引き続き、地域ケア個別会議と地域ケア推進会議を連動させ、市レベルで取り組むべ

き内容について政策形成につなげられるよう検討を行います。 

また、地域ケア個別会議で検討した事例をモニタリングし、変化や課題の軽減や解決

がされたか等の成果に関する評価を行います。 

■主な取り組み■ 

取り組み 事業内容 

① 自立支援型地域ケア会議の

開催 

多職種が参加し、生活機能の低下がみられる高齢者の自立に向け

た支援を検討する「自立支援型地域ケア会議」を定期的に開催しま

す。 

② ご近所支え合い会議の開催 

困りごとを抱える高齢者の見守りや支え合いについて、本人、家

族、地域の関係者などが支援方針や役割分担などを話し合う「ご近

所支え合い会議」を地域包括支援センター主催で開催します。 

③ 地域ケア推進会議の開催 

高齢者の相談支援や介護予防に携わる専門職による「地域ケア推

進ワーキング会議」を開催し、個別課題を集約して地域や市の課題

を明らかにし、必要な施策を検討します。 

■指標と目標値■ 

指標名 単位 現状値 令和６年度 令和７年度 令和８年度

自立支援型地域ケア会議検討数 件 29 30 30 30

ご近所支え合い会議検討数 件 6 6 6 6

地域ケア推進会議開催数 回 10 6 6 6
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第２節 相談体制・権利擁護の推進 

１ 情報提供の充実 

高齢者に関する福祉や社会参加に役立つ情報が必要になったときに、必要な資源を選

択でき、適切に利用することができるよう情報提供の充実を図ります。 

健康福祉・介護保険関連の情報や地域資源等の情報を紹介する冊子等を作成・配布す

るほか、市広報やホームページでの情報提供を行っています。 

引き続き、高齢者が必要とする情報を整理し、高齢者が入手しやすく、わかりやすい

情報提供を行うとともに、情報提供の拡大と内容の充実に努めます。 

■主な取り組み■ 

取り組み 事業内容 

① しろい保健福祉ガイドブッ

クの配布 

保健や福祉に関する情報をまとめた「しろい保健福祉ガイドブッ

ク」を毎年発行し、市役所窓口や保健福祉センター等で配布します。

また、市ホームページに掲載します。 

② 地域包括ケアシステムガイ

ドの配布 

高齢者の暮らしを支えるサービスを広く紹介する「地域包括ケア

システムガイド」を更新し、市内出先機関等で配布します。また、

市ホームページに掲載します。 

③ 各種説明会、講座等での情報

提供 

「なるほど行政講座」の実施やサロンなど住民が集まる場に出向

き、高齢者福祉に関する情報を提供します。 

■指標と目標値■ 

指標名 単位 現状値 令和６年度 令和７年度 令和８年度

なるほど行政講座実施数 回 18 20 20 20
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２ 相談・課題把握体制の強化 

困りごとや課題を抱えた高齢者を把握し、課題解決に向けた早期の支援が行えるよう

市民が相談しやすい環境づくりと、必要な支援につなぐ的確な対応が求められます。 

相談件数は増加しており、地域包括支援センターを中心に市役所の各相談窓口、社会

福祉協議会、民生委員、児童委員、介護相談員、医療機関や介護保険サービス事業所な

どが連携し、対応しています。 

相談内容については多様化、複雑化してきており、様々な分野の関係機関との更なる

連携を図るなど、円滑に支援できる体制を強化します。 

■主な取り組み■ 

取り組み 事業内容 

① 地域包括支援センター専門

職の資質向上のための支援 

地域ケア会議やケース検討会、相談支援業務への助言、同行訪問

などにより、３か所の地域包括支援センター専門職の相談対応力の

向上を図ります。 

② 地域包括支援センターにお

ける実態調査の実施 

地域包括支援センターに実態調査員を配置し、電話や訪問による

高齢者の生活実態やニーズの把握に取り組みます。 

③ 関係機関との連携強化 
各相談窓口・事業者・地域活動団体等と連携して、課題の早期把

握に努めます。 

④ 介護サービス施設等への介

護相談員の派遣 

介護サービス施設等を訪ね、利用者の話を聞く介護相談員を派遣

します。 

■指標と目標値■ 

指標名 単位 現状値 令和６年度 令和７年度 令和８年度

実態調査の実施件数 件 485 480 480 480

介護相談員派遣事業所数 か所 0 13 13 13
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３ 成年後見制度の利用促進 

成年後見制度の利用が必要でありながら、申し立てにつながらないことで権利を阻害

されることがないよう、制度の利用を促進します。 

成年後見制度は、認知症などによって物事を判断する能力が十分でなくなったときに、

権利を守る援助者を選ぶ制度であり、利用促進に向けた制度の周知や申し立ての支援な

どを行っています。 

引き続き、利用促進に向けた取り組みを継続するとともに、成年後見制度を必要とす

る人の更なる権利擁護と意思決定支援を推進できるよう、市成年後見制度利用促進基本

計画の策定に向けた検討を行います。 

■主な取り組み■ 

取り組み 事業内容 

① 成年後見制度に関する周知 

市内ＮＰＯ法人等と連携しながら、成年後見制度や死後事務委任

契約など、認知症になった場合や死後に備える制度などについて講

演会を開催し周知を図ります。 

② 成年後見制度の利用支援 

制度の利用が必要と判断された人やその親族による申立の手続

きを支援します。親族等による申立が困難な場合は、市長申立を行

います。 

③ 市成年後見利用促進計画の

策定に向けた検討 

権利擁護支援の地域連携ネットワークの体制整備等を含む市町

村計画の策定について検討を行います。 

■指標と目標値■ 

指標名 単位 現状値 令和６年度 令和７年度 令和８年度

成年後見制度を知っている人の

割合 
％ 39.2 - - 45

講演会の開催数 回 2 3 3 3
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４ 虐待の防止 

虐待を未然に防ぐことや虐待から高齢者を保護するため、虐待防止に向けた取り組み

を進めます。 

虐待が起こる背景には、介護疲れや介護に関する知識不足、長年の親子関係など様々

な問題があります。 

市と地域包括支援センターでは、家庭内や施設における高齢者虐待の通報を受理し、

改善・解決に向けた支援を行っています。 

高齢者虐待の防止に向けた周知や、多様な機関と連携した支援を行います。 

■主な取り組み■ 

取り組み 事業内容 

① 高齢者虐待の防止に向けた

周知 

高齢者虐待に関する基本的な知識や虐待が疑われるケースを発

見した場合の通報の窓口などについて、市広報や市のホームページ

等を通じて広く市民に周知します。 

② 虐待の解決・改善に向けた支

援 

虐待が疑われる通報があった場合は、緊急度判定会議を実施し、

関係機関と連携して本人や家族への相談支援を行います。必要に応

じて福祉施設等への措置、成年後見制度の活用等をしながら、虐待

の解決・改善に向けた支援を行います。 

③ 家庭等における暴力対策ネ

ットワーク会議の開催 

児童虐待・障がい者虐待・配偶者間暴力・高齢者虐待等への対策

を進めるため、警察署や保健所等の代表者からなる「家庭等におけ

る暴力対策ネットワーク会議」において、処遇方針の確認や終結の

判断等を行います。 
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５ 終末期・死後への備え 

自分らしい最期を迎えるため、それぞれの意思や希望を踏まえた「備え」が重要です。 

人生最期の段階で自分の意思が伝えられない状況になることが多く、高齢者人口の増

加とともに、終末期や死亡時に、治療の判断・看取り・死後の手続きを行う親族がいな

いという事例が増加すると見込まれるため、元気なうちから必要な「備え」ができるよ

う講座などを実施しています。 

引き続き、「白井市終活支援ノート」の配布や終活支援講座、個別相談会等を実施しま

す。 

■主な取り組み■ 

取り組み 事業内容 

① 白井市終活支援ノートの配

布 

自らの意思や希望を明らかにし、情報を整理するための「白井市

終活支援ノート」を市や医療機関、地域包括支援センターの窓口で

配布します。 

② 終活支援講座の開催 
終活に必要な情報や終活支援ノートの書き方を学ぶ終活支援講

座を出前講座等として開催します。 

③ 専門家による個別相談会の

開催 

終末期や死後への備えを促すため、公証人や司法書士など法律の

専門家による個別相談会を開催します。 

図表 指標と目標値 

指標名 単位 現状値 令和６年度 令和７年度 令和８年度

終末期を想定した家族との話し

合いや備えをしている人の割合 
％ 17.8 - - 20.0

終活支援講座の開催数 回 8 8 8 8

（専門家による）個別相談会の回数 回 1 4 4 4
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第２章 介護予防と社会参加の促進 

第１節 介護予防の推進 

１ 介護予防の普及啓発 

高齢者が元気な状況を維持するため、自分に合った方法で継続的に介護予防・フレイ

ル予防に取り組むことを目指し、介護予防に関する知識等の普及啓発を行います。 

毎年６月を介護予防月間と定め、講演会の開催や民間企業や地域住民と連携・協働し

た市内各地での周知啓発イベントを開催し、取り組みの推進を図ってきました。 

今後も市が養成した介護予防推進員とともにイベントや講座等を開催し、健康づくり・

社会参加の場として継続した活動につながるよう支援していきます。 

■主な取り組み■ 

取り組み 事業内容 

① 介護予防に関する講座等の

開催 

要介護状態に陥りやすいフレイルや認知症の予防に関する取り

組みについて周知啓発するために「なるほど行政講座」などを実施

し、周知の拡大を図ります。 

② フレイルチェックイベント

の開催 

年代に限らずフレイルについての関心を高め、自身の健康状態を

知る機会としてフレイルチェックイベントを開催します。 

③ 高齢者の健康づくり・社会参

加に関する情報発信 

高齢者が地域で活動できる機会を知り、参加できるよう情報を集

約したリーフレットを作成し、配布します。また、市のホームペー

ジに掲載します。 

■指標と目標値■ 

指標名 単位 現状値 令和６年度 令和７年度 令和８年度

フレイル又はフレイル予防につ

いて知っている人の割合 
％ 22.3 - - 25.0

フレイルチェックイベントの参

加者数 
人 - 400 400 400

なるほど行政講座（介護予防関

連）の開催数 
回 6 7 7 7

なるほど行政講座（介護予防関

連）の参加者数 
人 76 80 80 80
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２ 「通いの場」への参加促進 

高齢者の健康づくりや生きがいづくりのため、身近な地域で住民が主体となった活動

の場である「通いの場」への参加を促進します。 

高齢者が身近な地域で主体的に介護予防に取り組めるよう、しろい楽トレ体操の団体

の立ち上げやサロンの運営の支援等を行っています。 

フレイルのリスクがある高齢者を把握し、個々のニーズに沿った活動につながる仕組

みの検討を進めます。また、通いの場に参加する高齢者の状態の把握に取り組みます。 

■主な取り組み■ 

取り組み 事業内容 

① 「通いの場」の立ち上げ支援

と活動支援 

楽トレ体操等の自主グループの立ち上げ支援及び継続支援を行

います。 

② 「通いの場」に参加する高齢

者の状態把握 

「通いの場」の参加者に対し、定期的な体力測定を行い、身体状

況などの変化を把握します。 

③ フレイルのリスクがある高

齢者の把握 

地域包括支援センターが実施する実態調査を活用し、フレイルリ

スクのある高齢者の把握と情報提供を行います。 

④ 「通いの場」への専門職派遣 
「通いの場」へ専門職の派遣を行い、フレイル予防に関する健康

教育と健康相談を行います。 

■指標と目標値■ 

指標名 単位 現状値 令和６年度 令和７年度 令和８年度

介護予防に資する自主グループ

数 
グループ 41 59※ 60※ 50

サロン代表者交流会議参加グル

ープ数 
グループ 31 39※ 40※ 40

介護予防に資する自主グループ

への専門職派遣実績 
グループ 19 20 20 20

※ 白井市第５次総合計画（後期基本計画）において設定している指標であり、新型コロナウイルス感染症発生

以前に計画していた指標となります。 
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３ 介護予防・生活支援サービスの推進 

高齢者が活動的で生きがいのある生活や人生を送ることができるよう、要支援者等を

積極的に支援し、要介護状態等となることの予防や日常生活の自立を支援しています。 

要支援１・２の方と事業対象者を対象とした訪問型サービスや通所型サービス、多様

な社会資源を活用した様々なサービスを実施しています。 

また、自立支援の必要性と状態に応じた適切なサービスの利用について周知啓発を行

っています。 

自立支援に向けた取り組みの強化として、リハビリテーション専門職との協働により

適切なケアマネジメントやサービス提供の実施に向けた支援を行います。 

また、高齢者が活動量の増加を意識した生活を送ることで「元の生活」を取り戻すこ

とを目指した短期集中サービスの検討を進めていきます。 

■主な取り組み■ 

取り組み 事業内容 

① リハビリテーション専門職

による助言 

リハビリテーション専門職が高齢者宅や介護サービス事業所へ

出向き、自立支援に向けた助言を行います。 

② 自立支援に資するケアマネ

ジメントの実施に向けた支

援 

自立支援型地域ケア会議での検討や研修会の開催を通じ、自立支

援に資するケアマネジメントの実施を図ります。 

③ 介護予防や自立支援に関す

る周知 

市民に対し、介護予防や自立支援の必要性と状態に応じた適正な

サービスの利用について周知を継続的します。 

④ 生活支援員養成研修の実施 

訪問型生活支援サービスの担い手である生活支援員の養成研修

を実施し、担い手の増加を図るとともに、担い手の発掘に向けた積

極的な周知を図ります。 

■指標と目標値■ 

指標名 単位 現状値 令和６年度 令和７年度 令和８年度

介護事業所へのリハビリテーシ

ョン職派遣を受けた介護職員数 
人 17 25 25 25

認定生活支援員養成研修の修了

者 
人 12 12 12 12

リハビリテーション職同行訪問

事業の件数 
件 11 60 60 60

短期集中サービス利用者数 人 - 10 30 45

介護予防ケアマネジメント研修

会に参加したケアマネジャー等

の割合 

％ 57.1 60.0 63.0 65.0

 



（第２章 介護予防と社会参加の促進）第２節 高齢者の社会参加 

47 

第２節 高齢者の社会参加 

１ 高齢者の就労促進 

市では、高齢者が健康で生きがいのある自立した生活を送ることができるよう就労に

向けた支援を行う施設として高齢者就労指導センターを設置しています。 

センターでは、高齢者の就労に必要な技能の修得や教養の向上を図る事業を実施して

います。 

また、シルバー人材センターの支援を通じて、働く意欲のある高齢者の臨時的・短期

的な就労機会の確保・提供に努めています。 

引き続き、市内において、高齢者が持つキャリアを生かして働ける環境づくりを進め

ていきます。 

■主な取り組み■ 

取り組み 事業内容 

① 高齢者就労指導センターに

おける講座開催 

高齢者就労指導センターにおいて、高齢者の就労に必要な技能の

習得及び教養の向上を図ります。 

② 白井市シルバー人材センタ

ーの運営支援 

高齢者の経験と技能を生かした就労の場を確保するシルバー人

材センターの運営を支援します。 

■指標と目標値■ 

指標名 単位 現状値 令和６年度 令和７年度 令和８年度

就労技術習得等の講座開催数 回 14 17 17 17

就労技術習得等の講座参加者数 人 150 170 170 170

シルバー人材センターの登録者

数（実） 
人 488 580 590 600
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２ 地域活動への参加促進 

高齢者の地域活動への参加が定着することで、高齢者の生きがいとなるばかりでなく、

地域活動自体の活性化につながることが期待できます。 

高齢者の活動の場を更に広げるために、いきいきボランティアの受け入れ施設の拡充

に取り組み、介護施設に加え、保育園や幼稚園、障がい者施設なども対象としています。 

高齢者の参加・活躍ニーズを十分把握しながら、地域での活動機会の創出を図ります。 

■主な取り組み■ 

取り組み 事業内容 

① ボランティアの養成と登録

者の増加 

いきいきボランティアとお元気見守りパートナーの養成を行い、

地域で活動する高齢者を増やします。 

② いきいきボランティアの受

け入れ施設の拡大 

高齢者の活動の場を広げるために、ポイント付与及び管理方法の

効率化といきいきボランティアの受け入れ施設の拡充を図ります。

③ 地域活動の情報発信（再掲） 

高齢者が地域で活動できる場や機会を知り、参加できるよう地域

活動等の情報を集約し、通知や市ホームページなどで情報を発信し

ます。 

④ 高齢者クラブ活動の支援 

高齢者クラブを支援し、会員相互の親睦とともに高齢者が自らの

知識・経験・技術を資源に社会貢献を行う団体として活性化を図り

ます。 

⑤ 敬老会行事の開催 

長寿のお祝いだけではなく、広く市民が高齢者の福祉について関

心と理解を深め、高齢者自身が参加・交流できる機会として小学校

区単位での敬老会行事を実施します。 

■指標と目標値■ 

指標名 単位 現状値 令和６年度 令和７年度 令和８年度

高齢者クラブ加入者数 人 895 895 895 895

いきいきボランティア活動者数

（実） 
人 19 22 25 28

いきいきボランティア受け入れ

施設数 
か所 44 46 48 50

お元気見守りパートナー数 人 81 85 90 95

 



（第３章 在宅生活への支援）第１節 日常生活における支援 

49 

第３章 在宅生活への支援 

第１節 日常生活における支援 

１ 日常生活の支援 

住み慣れた地域で安心して自立した生活を送ることができるよう、介助・介護が必要

な高齢者に対して自立生活や健康を支えるための在宅福祉サービスを提供しています。 

高齢化の進展に伴い、在宅福祉サービス利用者は増加しており、「高齢者等の生活を支

えるための必要なサービス」を維持していくため、市では事業の公平性や持続可能な提

供体制を視野に入れつつ、様々な見直しを行ってきました。 

紙おむつの給付事業については、介護者や在宅高齢者の衛生的な生活の維持の観点か

ら保健福祉事業（介護保険法第１１５条４９）に位置づけを変更し、継続して実施します。 

また、在宅福祉サービスが持続可能な制度となるよう、利用者のニーズや効果を検証

し、より有効なサービスとなるよう検討を行います。検討にあたっては、国の動向を注

視し、介護保険サービス等との整合性を図ります。 

■主な取り組み■ 

取り組み 事業内容 

① 訪問理美容サービス 
寝たきりの高齢者などの自宅へ理美容師が訪問し、散髪などを行

います。その出張費用の一部を助成します。 

② 介護支援型短期宿泊事業 

６５歳以上で要介護状態になる恐れの高い虚弱な人などを対象

に、介護者の都合や虐待などで居宅生活が困難になった場合に施設

等で一時的に介護します。 

③ 緊急通報装置の貸与 
独居高齢者などが、急病や災害などの緊急時に迅速に救援を求め

られるよう緊急通報装置を貸与します。 

④ 紙おむつの給付 
介護保険被保険者のうち要介護３以上の認定を受けて居宅で紙

おむつを使用している高齢者を対象に紙おむつを支給します。 
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２ 外出の支援 

高齢者の社会参加の促進による健康の増進や移動困難者における社会生活の範囲の拡

大による福祉の向上を図ることを目的に、交通の利便性向上に向けた取り組みを実施し

ています。 

公共交通機関として、市内循環バス「ナッシー号」の運営及び７０歳以上を対象とし

たシルバー回数券の取り扱いや、ＮＰＯ法人等が実施する福祉有償運送事業の支援を行

うほか、介助・介護を必要とする高齢者等を対象とする外出支援事業を実施し、高齢者

の移動手段の確保を図っています。 

また、白井市地域公共交通活性化協議会において、まちづくりと一体となった持続可

能な公共交通ネットワークを形成するとともに、地域公共交通の活性化を推進するため

の計画の策定や見直しを行っており、高齢者の移動手段の確保にかかる施策については、

公共交通政策担当などの関係課と調整を図りながら、検討を行います。 

■主な取り組み■ 

取り組み 事業内容 

① 福祉タクシーの利用助成 
介助・介護を必要とする高齢者等が、タクシーを利用する際の乗車

料金の半額（上限あり）を助成します。 

② 福祉車両の貸出し 

高齢者の社会参加を図るため、車いすを利用する高齢者等の家族や

福祉団体を対象に、福祉車両（リフト付きワゴン車）を貸し出しま

す。 

③ 外出支援サービス 

在宅の要援護高齢者及び重度の障がいがある人を対象に、車いすで

乗降できる自動車により市役所、医療機関等への送迎を行います。

（令和６年度末まで） 

④ 福祉有償運送の充実 福祉有償運送を行う団体に対し、運営費用などを補助します。 

■指標と目標値■ 

指標名 単位 現状値 令和６年度 令和７年度 令和８年度

移送サービスが必要だと感じる割

合 
％ 42.1 - - 40.0

福祉有償運送事業者数 事業者 3 4 5 5
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３ 介護に取り組む家族等への支援 

介護に取り組む家族などが心身の健康確保や安定した収入の確保、仕事や趣味などを

通じた社会とのつながりを維持できることは、介護が必要な高齢者が安心して地域での

生活を送ることにつながります。 

近年、子育てと介護を同時に担う「ダブルケア」や本来大人が担うと想定されている

家族の世話などを日常的に行っている「ヤングケアラー」、介護を理由とする退職など、

家族介護者等が抱える課題は複雑化しています。市では抱えている悩みや不安を語り合

える場である家族介護者交流会等を行っています。 

引き続き、介護が必要な高齢者が在宅での生活を継続していけるよう、家族介護者の

思いが表出でき、介護に関する知識を得られる場の提供等の支援を実施します。 

■主な取り組み■ 

取り組み 事業内容 

① 家族介護教室等の開催 
家族介護教室や介護者交流会、お楽しみ処（認知症カフェ）を開

催し、介護知識とともに、家族同士の交流の場を提供します。 

② 介護者に関する情報の周知 

啓発と相談支援 

家族等が介護に関する必要な情報が得られるよう周知啓発や相

談支援を行います。 

■指標と目標値■ 

指標名 単位 現状値 令和６年度 令和７年度 令和８年度

家族介護教室開催数 回 5 5 5 5

家族介護教室参加者数 人 31 40 45 50
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第２節 安全・安心な体制づくり 

１ 防犯・交通安全対策の推進 

交通事故や消費者被害などから高齢者の生命と暮らしを守り、被害を最小限に抑えら

れるよう、防犯・交通安全対策を推進します。 

消費者被害や交通事故にあう高齢者は年々増加しており、関係機関と連携し、防犯対

策や交通安全等の周知を行っています。 

今後も、高齢者の防犯・安全意識の高揚と対策の啓発に努めるとともに、関係団体・

地域住民との連携を強化し、高齢者を見守り、支える体制の整備・強化を図ります。 

■主な取り組み■ 

取り組み 事業内容 

① 防犯・交通安全に関する周

知・啓発 

見守り通信・見守りレポートを定期的に発行し、詐欺等に対する

防犯対策に関する周知啓発を行います。 

警察等関係機関と連携し、交通安全の周知リーフレットの配布を

行います。 

② 消費生活センター等と連携

した消費者相談対応 

消費生活センターが中心となって注意喚起を行うほか、地域包括

支援センターと連携を図りながら相談に対応します。 

③ 地域で高齢者等を見守る体

制の強化 

「白井市高齢者見守りネットワーク」及び「印西地区 SOS ネット

ワーク協議会」と連携し、消費者被害の未然防止や行方不明者の早

期発見の為の情報提供を行います。 

■指標と目標値■ 

指標名 単位 現状値 令和６年度 令和７年度 令和８年度

白井市高齢者見守りネットワー

ク新規登録事業者・団体等数 
件 2 3 3 3
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２ 災害対策の推進 

災害時、生命の安全を確保するため、災害対策を推進します。 

地震や風水害などの不安が高まる中で、市では総合的な防災体制づくりに取り組んで

います。 

今後も、地域防災計画により策定された避難行動要支援者避難支援プラン（全体計画）

に基づき、避難行動要支援者名簿を作成の上、災害時の避難支援が必要な人の情報を地

域と共有し、支援する体制を整備します。 

■主な取り組み■ 

取り組み 事業内容 

① 避難行動要支援者名簿への

登録 

災害時に自ら避難することが難しく、支援が必要な人に対し、「避

難行動要支援者名簿」への登録を促し、自治会や自主防災組織、民

生委員など地域の支援者と共有します。 

② 福祉避難所の設置 

福祉施設等を運営する事業者と「災害時における福祉避難所の設

置運営に関する協定」を締結し、福祉避難所の確保を図るとともに、

発災時に備え、必要な備蓄や運営体制等について事業者と協議しま

す。 

③ 個別避難計画の作成 
地域の避難支援等関係者として自治会、自主防災組織、民生委員

等と連携し、避難行動要支援者の個別避難計画の作成を進めます。

■指標と目標値■ 

指標名 単位 現状値 令和６年度 令和７年度 令和８年度

災害時避難行動要支援者名簿配

布団体（自治会・自主防災組織）

数 

件 8 - - 96
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第４章 介護保険事業の効果的な運営 

第１節 介護保険サービスの推進 

介護保険サービスは、大きく「居宅サービス」、「地域密着型サービス」、「施設・居住

系サービス」に区分されています。また、利用者負担額が過大にならないよう「負担軽

減サービス」があり、利用者が必要なサービスを選択することで、可能な限り自立した

生活を送れるよう支援しています。 

白井市の各サービスの給付費については、要介護・要支援認定者の増加とともに上昇

しており、今後も認定者の増加が見込まれ、給付費が伸びるものと推計されます。 

 

 

 

※ 各サービスの給付費と見込量（人数）については、６０～６２ページにまとめて記載して

います 
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１ 居宅サービス 

自宅などで生活している要介護（要支援）認定者が利用するサービスには、訪問型サ

ービス、通所型サービス、短期入所型サービス、福祉用具・住宅改修があります。 

アンケート調査結果から、介護が必要になった場合に自宅で生活を希望する人が

42.6％を占めています。また、介護が必要となっても、通所サービス等を利用しながら、

家族のサポートを受けて在宅生活を継続している人が多くなっています。 

今後の高齢者の生活を支える上でも、居宅サービスの需要が高まっていくものと想定

されます。 

 

■居宅サービス一覧■ 

サービス名 内容（概要） 

訪問型サービス  

 訪問介護 

（ホームヘルプ） 

ホームヘルパーが家庭を訪問し、食事や排せつなど日常生活上の介護や、

調理や洗濯などの生活援助を行います。 

 訪問入浴介護 家庭の浴室での入浴が困難な人を対象に、浴槽を持ち込み入浴の介護をし

ます。 

 訪問看護 看護師などが家庭を訪問して、療養上の世話や診療の補助などを行いま

す。 

 訪問リハビリテーショ

ン 

理学療法士や作業療法士、言語聴覚士が家庭を訪問し、心身機能の維持回

復と日常生活の自立に向けた訓練を行います。 

 居宅療養管理指導 医師、歯科医師、薬剤師などが医学的な健康管理・薬剤管理などについて

指導・助言をします。 

通所型サービス  

 通所介護 

（デイサービス） 

施設に通い、日常生活上の介護や、機能回復のための訓練などを受けます。

 通所リハビリテーショ

ン（デイケア） 

医療機関や老人保健施設などに通い、心身機能の維持回復と日常生活の自

立に向けた訓練を受けます。 

短期入所  

 短期入所生活介護 

（ショートステイ） 

介護老人福祉施設などに短期間入所し、入浴・食事などの日常生活上の介

護や機能訓練を受けます。 

 短期入所療養介護 

（医療ショート） 

介護老人保健施設などに短期間入所し、療養上の世話や日常生活上の介

護、機能訓練を受けます。 

福祉用具・住宅改修  

 福祉用具貸与・特定福

祉用具販売 

介護用ベッドや車いす、床ずれ防止用具など、在宅生活を支える用具が借

りられます。レンタルになじまない腰掛け便座や入浴用いすなどの福祉用

具を、指定事業者から購入した場合に、費用の一部が支給されます。 

 住宅改修 段差の解消や手すりの取り付けなど住宅改修に必要な費用の一部が支給

されます。 

居宅介護支援  

 居宅介護支援 

（ケアマネジメント） 

居宅サービスなどを適切に利用できるように、心身の状況・環境・本人の

希望などに基づき、ケアマネジャー等がケアプランを作成し、サービス提

供事業者と連絡調整などを行います。要介護者を対象とする居宅介護支援

（介護給付）、要支援者を対象とする介護予防支援（予防給付）に区分さ

れます。 
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２ 地域密着型サービス 

地域密着型サービスは、平成１７年度介護保険法改正に伴い創設されたサービスで、

要介護者の住み慣れた地域での生活を支えるため、身近な市町村で提供されるサービス

類型です。 

事業者の指定権限は市にあり、事業者への指導・監督についても市が行っています。

従前から積極的にサービスの導入を進めてきたことから、利用者の状況に合わせて、サ

ービスを選択できる環境があります。 

市では、認知症高齢者やひとり暮らし高齢者の増加が見込まれる中で、高齢者が住み

慣れた地域での生活を継続できるよう地域に密着した小規模の介護サービスを提供しま

す。 

なお、現在、夜間対応型訪問介護、看護小規模多機能型居宅介護が未整備の状況です

が、他のサービスの利用状況を確認しながら、今後の体制づくりを検討していきます。 

■地域密着型サービス一覧（居住系サービスを除く。）■ 

サービス名 内容（概要） 

定期巡回・随時対応型 

訪問介護看護 

日中や夜間を通じて、ホームヘルパーなどが定期的に家庭を巡回し

たり、連絡のあった家庭を訪問したりして、介護や身のまわりの世

話を行うとともに、看護師が家庭を訪問して療養上の世話や診療の

補助などを行います。 

地域密着型通所介護 小規模な通所介護事業所に通い、日常生活上の介護や、機能回復の

ための訓練などを受けます。（定員１８名以下） 

認知症対応型通所介護 施設に通い、認知症高齢者に配慮した日常生活上の介護や機能訓練

を受けます。 

小規模多機能型居宅介護 施設に通所または短期間入所して介護や機能訓練を受けたり、家庭

において訪問介護を受けることができます。 

夜間対応型訪問介護 

（市では未整備） 

日中や夜間を通じて、ホームヘルパーなどが定期的に家庭を巡回し

たり、連絡のあった家庭を訪問したりして、介護や身のまわりの世

話を行います。 

看護小規模多機能型 

居宅介護 

（市では未整備） 

施設に通所または短期間入所して介護や機能訓練を受けたり、家庭

において訪問介護や看護師などによる療養上の世話や診療の補助

などを受けることができます。 
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３ 施設・居住系サービス 

施設・居住系サービスには、特別養護老人ホーム、介護老人保健施設などの施設サー

ビス、特定施設入居者生活介護を提供する居宅サービス、グループホームなど小規模に

サービスを提供する地域密着型サービスがあります。 

 白井市では、複数の種類の施設が既に開設しており、多くの市民がそれぞれの状態に

応じて利用できる施設などを選択できる環境にあります。 

市内の施設の中には、立地条件の良さや他市の市民も利用できることなどから、待機

者をかかえる施設も一部ありますが、利用者数調査の結果では、白井市被保険者の利用

状況は５４％となっています。 

また、介護老人福祉施設、介護老人保健施設などのサービスは、市域を越えて利用す

ることができる広域型施設であり、施設の乱立による共倒れを防ぐため総量規制がかか

っています。その反面、サービス付き高齢者向け住宅などのその他のサービスは総量規

制の対象外となっています。 

■施設・居住系サービス一覧■ 

サービス名 内容（概要） 

施設サービス（県が指定する広域型の施設で、市域を越えた利用が可能です。） 

 介護老人福祉施設 

（特別養護老人ホーム） 

常時介護が必要で家庭での生活が困難な場合に入所する施設です。入浴・

排せつ・食事などの介護や日常生活の世話、機能訓練、健康管理、療養上

の世話を行います。 

 介護老人保健施設 病状が安定し、リハビリを中心とする医療ケアと介護を必要とする場合に

入所する施設です。看護、医学的管理下での介護、機能訓練などの必要な

医療、日常生活の世話を行います。 

 介護医療院 

（市では未整備） 

日常的な医学的管理や看取り・ターミナルケアなどの医療機能と生活施設

としての機能を兼ね備えた新しい施設で、令和５年度末で廃止となった介

護療養型医療施設の受け皿としても機能します。 

居宅サービス（県に登録する広域施設で、市域を越えた利用が可能です。） 

 特定施設入居者 

生活介護 

有料老人ホームなどで生活する人に、入浴・排せつ・食事などの介護や日

常生活の世話、機能訓練、療養上の世話を行います。 

 通所リハビリテーション

（デイケア） 

医療機関や老人保健施設などに通い、心身機能の維持回復と日常生活の自

立に向けた訓練を受けます。 

地域密着型サービス（市が指定する、市民限定のサービスです。） 

 認知症対応型 

共同生活介護 

（グループホーム） 

認知症の利用者に、認知症高齢者に配慮した入浴・排せつ・食事などの介

護や日常生活の世話、機能訓練を行います。 

 地域密着型特定施設 

入居者生活介護 

有料老人ホームなどで生活する人に、入浴・排せつ・食事などの介護や日

常生活の世話、機能訓練、療養上の世話を行います。（定員３０人未満）

 地域密着型介護老人福

祉施設入所者生活介護 

常時介護が必要で家庭での生活が困難な場合に入所する施設です。入浴・

排せつ・食事などの介護や日常生活の世話、機能訓練、健康管理、療養上

の世話を行います。（定員３０人未満） 
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■市内に立地する高齢者向け施設・居住系サービスの数と定員■ 

 実績 見通し 

 
令和 

３年度

令和 

４年度

令和 

５年度

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度

施設サービス （利用率：全体 85.1％、白井市被保険者 52.6％）

 介護老人福祉施設 

（特別養護老人ホーム） 

施設数（か所） 3 3 3 3 3 3

定員（人） 289 289 289 289 289 289

 介護老人保健施設 施設数（か所） 2 2 2 2 2 2

定員（人） 225 225 225 225 225 225

居宅サービス （利用率：全体 91.3％、白井市被保険者 41.2％）

 特定施設入居者生活介護 施設数（か所） 1 1 1 1 1 1

定員（人） 120 120 120 120 120 120

地域密着型サービス （利用率：全体 81.3％、白井市被保険者 83.3％）

 認知症対応型共同生活介

護（グループホーム） 

施設数（か所） 6 6 6 6 6 6

定員（人） 81 81 81 81 81 81

地域密着型特定施設入居

者生活介護 

施設数（か所） 1 1 1 1 1 1

定員（人） 29 29 29 29 29 29

 地域密着型介護老人福祉

施設入所者生活介護 

施設数（か所） 1 1 1 1 1 1

定員（人） 29 29 29 29 29 29

 

 実績 見通し 

 
令和 

３年度

令和 

４年度

令和 

５年度

令和 

６年度 
令和 

７年度 
令和 

８年度

その他のサービス （利用率：全体 78.3％、白井市被保険者 54.9％）

 サービス付き高齢者向け

住宅 

施設数（か所） 3 3 3 4 4 4

定員（人） 131 131 131 131 131 131

 軽費老人ホーム 施設数（か所） 1 1 1 1 1 1

定員（人） 25 25 25 25 25 25

 

※ 施設サービスと居宅サービスは、市域を越えて利用可能なため、施設数・定員と給付の見込みは必ずしも連

動しません。 

※ 居宅サービスの特定施設入居者生活介護は、混合型の施設となっており、要介護・要支援認定を持っていな

い方も利用することができます。 

※ 利用率は、令和５年４月１日現在において、各事業所に対し行った調査結果です。利用率＝利用者数／定員 
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４ 負担軽減サービス 

負担軽減サービスには、施設入所者の部屋代・食事代が減免される「特定入所者介護サ

ービス」や、１か月当たりの負担額上限を定める「高額介護サービス」などがあります。 

認定者数、サービス利用額の増加に伴い、負担軽減サービス費用額も増加傾向にあります。 

 

■負担軽減サービス一覧■ 

サービス名 内容（概要） 

特定入所者介護サービス 市民税非課税世帯で、資産要件を満たす利用者について、施設入

所中の部屋代・食事代の自己負担を軽減する制度です。 

高額介護サービス １か月の介護サービスの自己負担額が、所得などにより定められ

た限度額を超えた場合に、超過額を支給する制度です。 

高額医療合算介護サービス １年間の医療・介護の自己負担額を合計した額が、所得などによ

り定められた限度額を超えた場合に超過額を支給する制度です。 

サービス提供事業者による利用

者負担軽減事業 

市民税非課税世帯で、収入などの要件を満たす要介護者が、軽減

事業を行っている事業所のサービスを利用した際の自己負担額に

ついて、市と事業者で助成します。 
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５ サービス別給付費見込み 

（１）介護サービス見込み量 
単位：千円／年度、人／月

 

実績 見込み 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

（１）居宅サービス   

 
訪問介護（ホームヘルプ） 

給付費 212,014 228,625 268,079 286,366 305,656 325,777
 人数 285 301 329 351 372 393
 

訪問入浴介護 
給付費 23,953 20,812 13,573 16,845 18,917 20,516

 人数 30 24 20 23 26 28
 

訪問看護 
給付費 67,960 85,577 86,990 94,234 101,120 106,589

 人数 120 158 180 198 212 223
 

訪問リハビリテーション 
給付費 29,804 27,493 25,533 29,988 30,951 33,043

 人数 65 60 56 62 64 68
 

居宅療養管理指導 
給付費 54,303 59,546 61,536 65,786 70,428 74,726

 人数 352 379 380 406 434 460
 

通所介護（デイサービス） 
給付費 366,643 376,048 405,555 455,319 481,342 506,059

 人数 414 435 479 517 545 571
 通所リハビリテーション 

（デイケア） 

給付費 162,515 172,123 169,066 187,959 200,269 211,171
 人数 177 178 183 195 207 218
 

短期入所生活介護（ショートステイ） 
給付費 205,530 197,508 185,056 206,436 219,953 233,933

 人数 127 125 119 135 143 152
 

短期入所療養介護（医療ショート） 
給付費 8,438 6,846 57,968 25,714 28,592 32,814

 人数 8 7 15 8 9 10
 

福祉用具貸与 
給付費 109,272 115,919 122,876 135,585 144,796 153,575

 人数 640 654 687 743 789 832
 

特定福祉用具購入 
給付費 4,841 4,958 5,539 6,683 6,683 7,221

 人数 12 13 10 13 13 14
 

住宅改修 
給付費 9,731 10,709 7,317 4,871 4,871 4,871

 人数 9 10 6 4 4 4
 

特定施設入居者生活介護 
給付費 170,690 201,333 180,728 175,243 181,074 193,528

 人数 75 82 72 70 72 77

（２）地域密着型サービス   
 定期巡回・随時対応型 

訪問介護看護 

給付費 3,232 2,665 1,434 1,434 1,434 1,434
 人数 2 2 1 1 1 1
 

地域密着型通所介護 
給付費 88,686 93,891 106,525 135,643 145,443 151,893

 人数 78 89 107 117 125 130
 

認知症対応型通所介護 
給付費 29,909 33,597 41,510 43,800 47,379 48,561

 人数 26 26 35 37 40 41
 

小規模多機能型居宅介護 
給付費 65,576 70,150 56,322 62,732 66,872 69,038

 人数 29 31 26 29 31 32
 認知症対応型共同生活介護 

（グループホーム） 

給付費 195,645 177,178 190,709 210,350 219,835 229,804
 人数 65 57 60 66 69 72
 地域密着型特定施設 

入居者生活介護 

給付費 74,604 76,992 75,684 75,016 75,016 75,016
 人数 29 29 29 29 29 29
 地域密着型介護老人福祉施設 

入所者生活介護 

給付費 85,829 84,774 86,430 89,199 89,199 89,199
 人数 28 28 28 29 29 29

（３）施設サービス   
 介護老人福祉施設 

（特別養護老人ホーム） 

給付費 596,853 615,426 647,269 637,153 637,153 637,153
 人数 188 193 203 200 200 200
 

介護老人保健施設 
給付費 446,495 459,001 557,255 549,114 549,114 549,114

 人数 131 130 151 149 149 149
 

介護医療院 
給付費 22,939 25,604 21,877 21,877 21,877 21,877

 人数 6 6 5 5 5 5

（４）居宅介護支援 
給付費 160,739 171,089 181,639 193,600 205,355 215,932

人数 985 1,023 1,073 1,137 1,204 1,264

合計 給付費 3,196,202 3,317,861 3,556,470 3,710,947 3,853,329 3,992,844

※ 給付費は年度累計の金額、人数は１月当たりの利用者数です。 

※ 給付費は、決算ベースの数値です。 

※ 令和５（2023）年度は、計画策定時点のものとなり、実績見込みを記載しています。 
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（２）介護予防サービス見込み量 
単位：千円／年度、人／月

 
実績 見込み 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

（１）介護予防サービス   

 
介護予防 

訪問入浴介護 

給付費 0 0 0 317 317 317

 人数 0 0 0 1 1 1

 
介護予防 

訪問看護 

給付費 4,183 6,848 9,036 9,543 9,543 10,338

 人数 14 20 23 24 24 26

 
介護予防 

訪問リハビリテーション 

給付費 4,566 4,551 6,714 7,687 8,021 8,439

 人数 13 13 17 20 21 22

 
介護予防 

居宅療養管理指導 

給付費 2,841 3,321 3,451 3,872 4,108 4,213

 人数 22 27 29 33 35 36

 
介護予防 

通所リハビリテーション 

給付費 19,621 21,572 24,033 26,263 27,043 28,326

 人数 47 49 55 59 61 64

 
介護予防 

短期入所生活介護 

給付費 932 705 1,899 2,253 2,253 2,253

 人数 2 2 2 2 2 2

 
介護予防 

短期入所療養介護 

給付費 0 0 0 157 157 157

 人数 0 0 0 1 1 1

 
介護予防 

福祉用具貸与 

給付費 10,122 12,601 14,074 15,366 16,012 16,734

 人数 164 189 210 230 240 251

 
特定介護予防 

福祉用具購入 

給付費 877 1,158 1,966 1,081 1,081 1,081

 人数 3 4 6 3 3 3

 
介護予防 

住宅改修 

給付費 5,267 4,843 6,960 1,388 1,388 1,388

 人数 5 4 5 1 1 1

 
介護予防 

特定施設入居者生活介護 

給付費 11,315 11,217 9,056 12,492 12,492 13,038

 人数 12 12 10 13 13 14

（２）地域密着型介護予防サービス   

 
介護予防 

認知症対応型通所介護 

給付費 0 0 0 328 328 328

 人数 0 0 0 1 1 1

 
介護予防 

小規模多機能型居宅介護 

給付費 2,289 3,074 5,903 3,095 3,611 3,611

 人数 3 4 8 6 7 7

（３）介護予防支援 
給付費 12,141 13,427 14,702 15,857 16,554 17,365

人数 211 234 254 274 286 300

合計 給付費 74,153 83,317 97,793 99,699 102,908 107,588
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（３）負担軽減サービス等 
単位：千円／年度

 
実績 見込み 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

負担軽減サービス等 合計 214,737 194,313 214,741 232,000 232,713 253,066

 特定入所者介護サービス 106,938 87,793 102,335 116,876 112,273 127,489

 高額介護サービス 90,962 89,008 94,229 99,450 104,042 108,480

 高額医療合算介護サービス 14,341 14,941 15,308 15,674 16,398 17,097

 算定対象審査支払手数料 2,496 2,571 2,869 3,166 3,298 3,439

 

（４）総給付費 
単位：千円／年度、人／月

 
実績 見込み 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

合計 3,485,107 3,595,491 3,869,004 4,041,844 4,188,148 4,352,696

 介護サービス 3,196,202 3,317,861 3,556,470 3,710,947 3,853,329 3,992,844 

 介護予防サービス 74,168 83,317 97,793 98,897 102,106 106,786 

 負担軽減サービス等 214,737 194,313 214,741 232,000 232,713 253,066

 

（参考） 
単位：人、件

 
実績 見込み 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

高齢者人口 17,378 17,593 17,709 17,915 18,074 18,200

要介護・要支援認定者数 2,366 2,489 2,521 2,599 2,719 2,835

介護認定調査件数 2,101 2,204 1,806 2,100 2,200 2,300

介護認定審査会開催数 84 84 84 84 84 84
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第２節 適正なサービス利用・提供の推進 

１ 介護給付適正化事業の実施 

介護給付を必要とする受給者の適切な認定や、受給者が真に必要とする過不足のない

サービスの確保とその結果としての費用の効率化を通じて、介護保険制度への信頼を高

め、持続可能な介護保険制度を構築していくことを目的として、介護給付適正化事業を

実施しています。 

第８期においては介護給付適正化事業として国が示す主要５事業すべてについて実施

しました。各事業で行った点検では著しく不適正な給付の事例は見られておらず、また、

受給者１人当たりの給付費額についても国、県と比較して大きな乖離は見られていない

ことから、事業者によるサービスの適正な提供が行われていると捉えています。 

■主な取り組み■ 

取り組み 事業内容 

① 要介護認定の適正化 

指定居宅介護支援事業所などに委託して実施した区分変更申請

及び更新申請に係る認定調査結果について、選択肢の判断基準や特

記事項の記載内容などを点検します。 

② ケアプランの点検 

ケアプランの点検については、市内居宅介護支援事業所などの介

護支援専門員が作成した居宅介護サービス計画の記載内容につい

て、事業者に資料提出を求め、点検及び支援を行います。 

③ 住宅改修の点検 
住宅改修の点検については、改修工事を行おうとする受給者宅の

竣工写真の確認や工事見積書の点検を実施します。 

④ 医療情報との突合 

医療情報との突合については、受給者の入院情報と介護保険の給

付情報を突合し、給付日数や提供されたサービスの整合性の点検を

行い、医療と介護の重複請求の排除などを図ります。 

⑤ 縦覧点検 

縦覧点検については、受給者ごとに複数月にまたがる介護報酬の

支払状況（請求明細書内容）を確認し、提供されたサービスの整合

性、算定回数・算定日数などの点検を行い、請求内容の誤りなどを

早期に発見して適切な処置を行います。 

■指標と目標値■ 

指標名 単位 現状値 令和６年度 令和７年度 令和８年度

介護認定の適正化 事業所 92 全件 全件 全件

ケアプランの点検 件 15 全事業所 全事業所 全事業所

住宅改修の点検 － 174 全件 全件 全件
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２ 介護サービスの質の向上 

介護職員の不足は全国的な課題となっており、白井市においても介護人材の不足は顕

著となっています。また、介護施設においては若い職員の離職も多くなっており、職員

の安定的確保が課題であることから、介護人材の確保に向けて検討を進めます。 

また、介護サービスが円滑に提供されるよう情報提供を行うとともに調査検討を行い

ます。 

■主な取り組み■ 

取り組み 事業内容 

① 事業者・従事者の支援 

（1）介護職員の人材不足解消のため、初任者研修の資格取得費用

を助成することで、今まで介護現場での勤務経験がない方の参入を

促すとともに、介護職員実務者研修の資格取得費用の助成も併せて

行うことで、介護従事者のスキルアップやキャリアアップを図り、

職員の確保と定着に努めます。 

（2）介護保険制度が複雑になっており、サービスを提供している

事業所からの相談も増加傾向にあることから、介護人材不足の問題

も含め、事業者への支援を検討します。 

（3）介護に関する入門研修として生活支援員養成研修を実施して

います。また、研修の最後日には介護事業所の紹介や相談会などを

行い人材確保に努めます。 

② 事業者の指定 

地域密着型サービスなどの公募による事業者の選定については、

介護保険サービス事業者等選定審査会により、審査を行い適切に事

業者の選定を行います。 

③ 事業所の指導・監査 

介護サービスの質の向上と、事業運営が健全かつ円滑に行われる

よう支援することを目的として、介護保険法の規定に基づき介護サ

ービス事業者に対して指導・監査を実施します。主に地域密着型サ

ービス事業者や居宅介護支援事業者を中心に、個別に事業者に対し

て指導を行う実地指導と、事業者を集めて制度についての説明など

を行う集団指導を実施します。 

■指標と目標値■ 

指標名 単位 現状値 令和６年度 令和７年度 令和８年度

初任者研修・実務者研修の受講費

用の一部助成 
件 2 5 5 5

実地指導 件 9 10 10 10

集団指導 回 0   １   １   １
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第３節 健全な介護保険会計の運営 

１ 介護保険事業費の見込み 

要介護・要支援の認定を受けた人が介護サービスなどを利用したときにかかる費用に

は、利用者の自己負担を除き、保険者（市）から事業者へ介護保険給付という形で支払

いが行われます。この介護保険給付費は、要介護認定者などの増加に伴い、年々増加し

ており、令和４年度では約３６億円となっています。 

地域包括支援センターや高齢者在宅福祉事業など第１章から第３章に記載している事

業については、地域支援事業として位置付けられています。その費用額は、令和４年度

では、約２億円となっています。 

第９期計画において、３年間にかかる事業費の総額は、介護給付費が約１２５億

８２００円、地域支援事業費が７億２千万円と見込まれます。 

高齢化の進展により、要介護認定者などの増加も見込まれることから、今後も増加傾

向が長期的に続くものと想定されます。 

■介護保険給付費の見込み（決算ベース）■ 

単位：千円 

区分 
令和 

６年度 
令和 

７年度 
令和 

８年度 
合 計 

介護サービス費 3,710,947 3,853,329 3,992,844  11,557,120

介護予防サービス費 98,897 102,106 106,786  307,789

負担軽減サービス費など 232,000 232,713 253,066 717,779

合計 4,041,844 4,188,148 4,352,696 12,582,688

※ ６０～６２ページにサービスごとの内訳を記載しています。 

■地域支援事業費の見込み（決算ベース）■ 

単位：千円 

区分 
令和 

６年度 
令和 

７年度 
令和 

８年度 
合 計 

介護予防・日常生活支援総合事業費 111,741 103,101 113,056 327,898

包括的支援事業・任意事業費 127,237 121,942 141,469 400,316

合計 237,978 225,043 254,525 728,214
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２ 介護保険の費用負担（財源構成） 

介護保険事業に係る費用負担については、法律等によりそれぞれの負担割合が定めら

れています。 

原則、公費５０％、介護保険料５０％として財源が構成されていますが、国の調整交

付金（７５歳以上の高齢者や低所得の高齢者が多い自治体ほど多く交付されるもの）に

ついて、白井市は交付の対象とされていないことから、第１号被保険者の負担割合は

２８％となります。 

第２号被保険者（４０歳から６４歳）の保険料については、健康保険組合等が保険料

を徴収し、社会保険診療報酬支払基金がそれをとりまとめ、市町村などの保険者に対し

交付するものとなっています。 

■介護保険給付費・地域支援事業費の財源構成■ 

区分 

公 費 介護保険料 
国調整

交付金国 県 市 
２号被保険者 

（社保基金） 

1 号被保険者 

（65 歳以上） 

介護保険 

給付 

居宅サービス 

地域密着型サービス 
20.0% 12.5% 12.5% 27.0% 

28.0% 

（23.0%） 

0% 

(5%) 

施設・居住系サービス 15.0% 17.5% 12.5% 27.0% 
28.0% 

（23.0%） 

0% 

(5%) 

地域支援 

事業 

介護予防・日常生活支援 

総合事業 
20.0% 12.5% 12.5% 27.0% 

28.0% 

（23.0%） 

0% 

(5%) 

包括的支援事業・任意事業 38.5% 19.25% 19.25% － 23.0% － 

※ （ ）は国調整交付金５％が交付される場合。 

 

国は、消費税率１０％への引上げに伴い、市民税非課税世帯全体を対象に公費負担に

よる介護保険料の軽減の拡充を実施しています。 

このほかに、市では独自の低所得者対策として、低所得者の負担を軽減するため、保

険料率を国の基準よりも低く設定しています。 

 

■公費負担による介護保険料の軽減■    

※介護保険料に関する内容については、本パブリックコメントの対象としませんので省略してい

ます。 

 

 

対象外 
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３ 介護保険料の設定 

 

 

※介護保険料に関する内容については、本パブリックコメントの対象としませんので省略してい

ます。 

 

 

対象外 
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（３）所得に応じた適正な負担   

介護保険料は、所得の低い人の負担が大きくならないように、また、所得に応じた負

担となるように、本人と世帯の課税状況や所得に応じ段階的に設定されます。 

国は、所得水準に応じたきめ細やかな介護保険料設定を行う観点から、今期大幅な所

得段階の変更を行いました。それに伴い、市では一番所得の高い段階を多段階化し、全

体を１４段階に設定しました。また保険料率についても、国の見直しに合わせ変更して

いるところです 

 

 

（４）第１号被保険者介護保険料  

 

※介護保険料に関する内容については、本パブリックコメントの対象としませんので省略してい

ます。 

 

 

対象外 
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第４節 持続可能な事業運営に向けて 

１ 計画の進捗管理と将来に向けた課題の検討 

国は、市町村に対し、施策の実施状況や目標の達成状況に関する調査及び分析を行い、

評価を行うことを求めています。白井市では、数値指標の進捗管理のほか、国の地域包

括ケア「見える化システム」を活用し、周辺市との状況を比較するなど市の置かれてい

る状況を把握しながら、今後の事業展開を検討しています。 

今後は、後期高齢者数の伸びを念頭に置きながら、要介護認定者が増える速度を少し

でも抑えられるよう、介護予防の取り組みや地域共生社会の構築など、今後の高齢者福

祉を支える取り組みに力を入れていく必要があります。 

また、集合住宅におけるエレベーター問題や、高齢者の移動支援の問題、高齢者の介

護予防や社会参加といった問題は、短期間で簡単に解決できるものではないため、他部

局や市民、事業者などと連携しながら一歩一歩解決につながるよう取り組んでいきます。 

■主な取り組み■ 

取り組み 事業内容 

① 介護保険に関する広報・周知 

数値指標の進捗管理や「見える化システム」を活用した周辺市と

の状況比較などにより、市の置かれている状況を把握し、介護保険

運営協議会への報告やホームページによる公表を行います。 

② 介護保険運営協議会の開催 

介護保険運営協議会を開催し、市民・事業者・専門家といった様々

な立場から、介護保険事業の運営や計画の策定、地域密着型サービ

スの調整を議論します。 

③ 関係部署・関係機関との連携 

高齢者の移動支援の問題、高齢者の介護予防や社会参加などにつ

いて、他部局や市民、事業者などと連携しながら取り組みを進めま

す。 

 

■指標と目標値■ 

指標名 単位 現状値 令和６年度 令和７年度 令和８年度

介護保険運営協議会への報告 回 1 1 1 1

ホームページによる公表 回 1 1 1 1

介護保険運営協議会開催数 回 2 2 3 5
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第３編 資料編 
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策定過程 

計画は次の過程で策定されました。 

 

時期 実施事項 内容 

令和４年 

１１月２２日 

介護保険運営協議会 〇第９期白井市高齢者福祉計画・白井市介護

保険事業計画策定に係るアンケート調査

について 

令和５年 

１月２３日から 

２月２２日まで 

アンケート調査 〇介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

（一般高齢者調査） 

〇在宅介護実態調査（要介護高齢者調査） 

〇介護人材実態調査（介護事業所調査） 

７月 ３日 介護保険運営協議会 〇第９期白井市高齢者福祉計画・白井市介護

保険事業計画策定に係るアンケート調査

結果について 

〇アンケートなどから見えてくる課題・ポイ

ントについて 

 

１１月 ７日 介護保険運営協議会 〇第９期白井市高齢者福祉計画・白井市介護

保険事業計画（案）について（第１回） 

１２月１８日 介護保険運営協議会 〇第９期白井市高齢者福祉計画・白井市介護

保険事業計画（案）について（第２回） 

令和６年 

１月１７日から 

２月 ６日まで 

パブリック・コメント 〇第９期白井市高齢者福祉計画・白井市介護

保険事業計画（案）について 

３月 介護保険運営協議会 

（書面報告） 

〇パブリック・コメントによる市の対応につ

いて 

３月 計画の策定  
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